
単位：百万円

科目 金額 科目 金額
流 動 資 産 21,385 流 動 負 債 17,862
  現金及び預金 1,296   支払手形 6
  売掛金 3,467   電子記録債務 6,821
  商品 11,862   買掛金 8,307
  貯蔵品 27   リース債務 8
  前払費用 21   未払金 1,828
  関係会社短期貸付金 2,750   未払法人税等 7
  関係会社預け金 1,547   契約負債 188
  未収入金 197   預り金 70
  金融派生商品 4   賞与引当金 624
  その他 210 固 定 負 債 0
固 定 資 産 2,111  負債の部合計 17,862
 有 形 固 定 資 産 685 純資産の部
  建物 123 株 主 資 本 5,632
  構築物 1  資 本 金 10
  車両運搬具 0  資 本 剰 余 金 2
  器具備品 552   資本準備金 2
  リース資産 7  利 益 剰 余 金 5,619
 無 形 固 定 資 産 661   その他利益剰余金 5,619
  ソフトウェア 653    繰越利益剰余金 5,619
  その他 7   （うち当期純利益） 294
 投 資 そ の 他 の 資 産 765  評価・換算差額等 3
  ⻑期前払費用 0   繰延ヘッジ損益 3
  繰延税金資産 792
  貸倒引当金 △ 27  純資産の部合計 5,635
 資産の部合計 23,497  負債・純資産の部合計 23,497
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表



個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
 １．固定資産の減価償却の方法
  （1）有形固定資産（リース資産を除く）
  建物・構築物 定額法

その他 定率法
なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
建物・構築物 ３〜42年

  （2）無形固定資産
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法を
採用しております。

  （3）リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 ２．引当金の計上基準
  （1）賞与引当金

従業員に支給する賞与の引当額として支給見込額に基づき計上しております。
  （2）店舗閉鎖損失引当金貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

 ３．重要な収益及び費用の計上基準
    当社は、小売業を主な内容として事業展開しております。同事業における商品の
   引渡し時点において、顧客が支配を獲得し、履行義務が充足されると判断している
   ことから、当該時点で収益を認識しております。
    また、商品販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他
   の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除
   した純額を収益として認識しております。
    なお、契約における対価は商品等に対する支配が顧客に移転した時点から概ね１ヶ
   月以内に回収しており、重要な金融要素は含んでおりません。
 ４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
  （1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たす為替予約に
ついては振当処理を採用しております。

  （2）消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

  （3）デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法によっております。


